
➢ 個人の好きなことや得意なことで誰かとつながり、 “やってみたい”が応援されるまち

➢ 企業や教育機関の力が地域の人や資源と掛け合わさり、相乗効果が起こるまち

➢ 正解よりチャレンジ、成果より学びに共感が集まり、多様な関りが未来を創造するまち

次期「仙台市協働まちづくり推進プラン」素案

「仙台市協働まちづくり推進プラン2021」
（計画期間：令和3年度～令和7年度の5年間）

プランに掲載されていて、数値目標を設定して
いる82事業については、９割以上の事業が概
ね進捗している。（令和6年3月時点）

●「市民意識調査」の結果

自立：それぞれの主体が個々の力を発揮する

連携：互いの力を引き出し合い相乗効果を生み出し協力する

創発：新たな課題に対して創意工夫により解決策を生み出す

方針３
市民活動への多様な関り方の提供

方針１
若者が活躍するまちづくりの更なる推進

方針２
コーディネーターの育成強化

基本施策を推進するため、実施計画
として「仙台市協働まちづくり推進
プラン」を策定し、事業の進行を管
理。

分野１：市民活動の促進・市民協働の推進

分野2：政策形成過程への市民の参画

分野３：多様な主体による活動の促進

資料４

「誰もが心豊かに暮らし続けることができる協働のまち・仙台」の実現

目
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す
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重点方針取り組む課題

協働まちづくりの現状

●「若者フォーラム」における意見

•スキルを生かした関わり方や、活動にメリットを求める声が見られた。

まちづくりへの若者の巻き込み

• デジタルネイティブである若者であっても情報の入手に苦慮

• 若者同士、若者と他世代がつながる機会の創出が必要

団体活動の事業促進の支援

• 専門知識の習得に課題を抱える団体へ支援を届ける方法

• コロナ禍で活動が停滞したり、人材不足や世代交代の課題を抱
える団体が、組織体制や事業を整理する機会が不足

コーディネート力の強化

• 教育・研究機関や、企業が、その力を存分に発揮するための、地
域や市民を結びつけるコーディーネートの必要性。

• 多様化する地域の状況と、域外の潜在的なプレイヤーを結びつ
ける、コーディネーターの育成やネットワーク形成の必要性。

企業や教育機関と連携した取り組みの促進

• CSVやコレクティブインパクトといった考え方の広がりを受け、
企業の技術力や実行力、教育機関の探求力を、地域の複雑化
する課題を解決する力にする。

• 社会課題解決に取り組む企業の認知が進むことで、企業の人
材確保といった課題を解決する好循環を生むことに繋げる。

個人の興味・関心とまちづくりとの接点づくり

• 価値観が多様化している時代において、好きなことや興味・関
心、楽しさから広がる取り組みをまちづくりに活かす。

• 個人の内的動機（成長、自己実現、他者とのつながり等）が活動
に反映されることで、活動の推進力を高めることに繋げる。•人のつながりが生まれ、仲間を探せる場所を求める意見が複数出た。

資料２

●主体別の状況 資料１

町内会・地域コミュニティ

•担い手不足や高齢化等から、運営の負担が特定の人に集中している。

•市民活動への関わり方は、「イベントへの参加」の意向が最も高い。

•情報が入手しづらいことを市の課題とする意見が複数挙げられた。

資料３

市民活動団体

•活動の課題では「人材の不足」「資金の不足」が大きく、専門的な相談
ニーズは「広報」「資金調達」「IT活用」「NPOマネジメント」が大きい。

•世代交代や事業継承の課題を抱えた団体でその準備が進んでいない。

企業

•社会貢献活動の目的として、近年は、社員の成長や、組織への帰属意識
の醸成、リクルーティング時の訴求などの要素も大きくなっている。

•ビジネスの持続性を高める上でも社会課題解決に取り組まれている。

教育機関

•地域と連携するための体制の構築が進められている。

•学業を通して、地域や社会の課題解決や新たな価値を創造する取り組
みを経験する機会が、若者の間で増えている。

行政（仙台市）

•職員は協働の事例やノウハウ、団体情報やNPOの体験を求めている。

•サポセンでは、個人や団体への支援を幅広く行うなかで、特にアウト
リーチ型の相談対応や講座の開催に力を入れ、活動団体の支援ニーズ
の掘り起こしや、施設の認知度向上に取り組んでいる。
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「仙台市協働によるまちづくりの推進のための基本方針」（平成28年1月策定）
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